
（ 液体燃料を 使用する 器具）  

第 1 9 条 液体燃料を 使用する 器具の取扱いは、次に掲げる 基準によ ら なければなら ない。（ う ）（ せ） 

⑴ 可燃性のガス 又は蒸気が滞留する おそれのない場所で使用する こ と 。  

⑵ 地震等によ り 容易に可燃物が落下する おそれのない場所で使用する こ と 。（ う ）  

⑶ 地震等によ り 容易に転倒又は落下する おそれのないよ う な状態で使用する こ と 。（ う ）  

⑷ 不燃性の床上又は台上で使用する こ と 。（ う ）（ か）  

⑸ 故障し 、 又は破損し たも のを 使用し ないこ と 。  

⑹ 本来の使用目的以外に使用する 等不適当な使用を し ないこ と 。  

⑺ 本来の使用燃料以外の燃料を 使用し ないこ と 。  

⑻ 器具の周囲は、 常に、 整理及び清掃に努める と と も に、 燃料その他の可燃物を みだり に放置

し ないこ と 。（ う ）  

⑼ 祭礼、 縁日、 花火大会、 展示会その他の多数の者の集合する 催し に際し て使用する 場合にあ

つては、 消火器の準備を し た上で使用する こ と 。（ ら ）  

⑽ 燃料漏れがないこ と を 確認し てから 点火する こ と 。（ う ）  

⑾ 使用中は、 器具を 移動さ せ、 又は燃料を 補給し ないこ と 。（ う ）  

⑿ 漏れ、 又はあふれた燃料を 受ける ための皿を 設ける こ と 。（ う ）  

⒀ 必要な知識及び技能を 有する 者と し て消防長が指定する も のに必要な点検及び整備を 行わ

せ、 火災予防上有効に保持する こ と 。（ か）（ せ）  

２  液体燃料を 使用する 移動式ス ト ーブにあつては、 前項に規定する も ののほか、 地震等によ り 自

動的に消火する 装置又は自動的に燃料の供給を 停止する 装置を 設けたも のを 使用し なければな

ら ない。（ う ）（ か）（ け）（ ひ）  

 

【 解説】  

 本条は、液体燃料を 使用する 火気器具等の取扱いに係る 規定である が、主と し て液体燃料を 使用す

る 移動式ス ト ーブ又は移動式こ んろ 等の器具（ 以下「 移動式ス ト ーブ等」 と いう 。） について規定し

たも のである 。 ま た、 本条は、 火気器具等の規制に関する 基本規定であ り 、 条例第 2 0 条から 第 2 2

条については、 本条を 準用する 規定を 設けている 。  

 

１  移動式ス ト ーブ等の建築物等及び可燃性の物品から の離隔距離は、 表 1 9 －１ によ る こ と 。  

ただし 、 移動式ス ト ーブ等が、（ 一財） 日本燃焼機器検査協会が定めた防火性能検査基準に適合

し たも のについては、防火性能が確保さ れ安全性の高いも のと なっ ている こ と から 、当該器具等に

貼付さ れている（ 一財） 日本燃焼機器検査協会名の認証ラ ベルに記載の離隔距離と し ても 差し 支え

ない。  

 

 

 

 



表 1 9 －１  

火気設備等又は火気器具等の種別 離隔距離( 単位セン チメ ート ル)  

 入力 上方 側方 前方 後方 

移
動
式
 
 
 
  

液
体
燃
料 

不
燃
以
外 

開
放
式 

放射型 7 キロ ワ ッ ト 以下 1 0 0  5 0  1 0 0  2 0  

自然対流型 

7 キロ ワ ッ ト を 超え 

1 2 キロ ワ ッ ト 以下 
1 5 0  1 0 0  1 0 0  1 0 0  

7 キロ ワ ッ ト 以下 1 0 0  5 0  5 0  5 0  

強制 

対流型 

温風を 前方向に

吹き 出すも の 
1 2 キロ ワ ッ ト 以下 1 0 0  1 5  1 0 0  1 5  

温風を 全周方向

に吹き 出すも の 

7 キロ ワ ッ ト を 超え 

1 2 キロ ワ ッ ト 以下 
1 0 0  1 5 0  1 5 0  1 5 0  

7 キロ ワ ッ ト 以下 1 0 0  1 0 0  1 0 0  1 0 0  

不
燃 

開
放
式 

放射型 7 キロ ワ ッ ト 以下 8 0  3 0  ― 5  

自然対流型 

7 キロ ワ ッ ト を 超え 

1 2 キロ ワ ッ ト 以下 
1 2 0  1 0 0  ― 1 0 0  

7 キロ ワ ッ ト 以下 8 0  3 0  ― 3 0  

強制 

対流型 

温風を 前方向に

吹き 出すも の 
1 2 キロ ワ ッ ト 以下 8 0  5  ― 5  

温風を 全周方向

に吹き 出すも の 

7 キロ ワ ッ ト を 超え 

1 2 キロ ワ ッ ト 以下 
8 0  1 5 0  ― 1 5 0  

7 キロ ワ ッ ト 以下 8 0  1 0 0  ― 1 0 0  

移
動
式
 
 
  

液
体
燃
料 

不燃以外 6 キロ ワ ッ ト 以下 1 0 0  1 5  1 5  1 5  

不燃 6 キロ ワ ッ ト 以下 8 0  0  ― 0  

固体燃料 ― 1 0 0  3 0  3 0  3 0  

 

 

 

 



＜設置例＞ 

図 1 9 －１  移動式ス ト ーブ及び移動式こ んろ と 建築物等の離隔距離（ セン チメ ート ル）（（  ） 内は、  

    不燃材料で有効に仕上げを し た建築物等の部分又は防熱板である 場合の離隔距離を 示す。）  

 

① 開放式・ 放射型（ 入力が７ キロ ワ ッ ト 以下のも の）  

正面 側面 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 開放式・ 自然対流型（ 入力７ キロ ワ ッ ト 以下）  

正面 

 

 

 

1 0 0 ( 8 0 ) 以上 

1 0 0 ( 8 0 ) 以上 

1 0 0 以上 

5 0  

( 3 0 )  

以上 

2 0  

( 5 )  

以上 

周囲 

5 0  

( 3 0 )  

以上 

1 0 0 ( 8 0 ) 以上 

可
燃
物 

可燃物 

可
燃
物 

可
燃
物 

可燃物 可燃物 

可
燃
物 



 

③ 開放式・ 自然対流型 （ 入力７ キロ ワ ッ ト を 超え 1 2 キロ ワ ッ ト 以下）  

正面 

 

 

④ 開放式・ 強制対流型（ 温風を 前方向に吹き 出すも ので、 入力が 1 2 キロ ワ ッ ト 以下）  

正面 側面 

  

 

⑤ 開放式・ 強制対流型（ 温風を 全周方向に吹き 出すも の）  

正面 

 

 

※の離隔距離は、 入力７ キロ ワ ッ ト 以下のも のであり 、 入力が７ キロ ワ ッ ト を 超え 1 2 キロ ワ ッ

ト 以下のも のは、 周囲 1 5 0 セン チメ ート ル以上と する 。  

周囲 

1 0 0 以上 

1 5 0 ( 1 2 0 ) 以上 

1 0 0 ( 8 0 ) 以上 
1 5  

（ 5 ）  

以上 

1 5  

（ 5 ）  

以上 

1 0 0 ( 8 0 ) 以上 

1 0 0  

以上 

1 0 0 ( 8 0 ) 以上 

周囲 1 0 0 以上 

※ 

可燃物 

可
燃
物 

可
燃
物 

可燃物 可燃物 

可
燃
物 

可
燃
物 

可
燃
物 

可燃物 



 

⑥ 移動式こ んろ （ ６ キロ ワ ッ ト 以下）  

正面 側面 

 

 

 

 

 

２  第１ 項 

 ⑴ 第１ 号は、移動式ス ト ーブ等が火源と なっ て、可燃性のガス 又は蒸気に引火する こ と を 防止す

る ための規定である 。 こ の規定の趣旨に基づいて、 移動式ス ト ーブ等の使用中に、 引火する おそ

れのある 可燃性のガス 又は蒸気を 出す物品を 取り 扱う こ と は避ける 必要がある 。  

 ⑵ 第２ 号は、 平常時のみではなく 、 地震が発生し た場合の可燃物の落下を も 含めた規制であり 、

振動によ り 容易に可燃物が落下する おそれがある 場所も 、 当然避けなければなら ない。  

 ⑶ 第３ 号は、地震動等によ る 火気器具等の転倒又は落下を 防止する ための規定であ る が、その他 

  にも 移動式ス ト ーブ等を 傾斜さ せて使用する こ と によ り 、異常燃焼する 場合も ある ので注意する

こ と 。  

 ⑷ 第４ 号は、移動式ス ト ーブ等の使用に際し 、下部への伝熱等によ る 火災発生危険を 排除し よ う

と する 規定である 。 木造の床上、 畳上等で使用する と き は、 火災発生危険を 排除する こ と のでき

る 不燃性の台の上で使用し なければなら ない。  

 ⑸ 第５ 号は、 当然の事項を 規定し たも のである が、 火災原因の実態から みれば、 故障、 破損のま

ま の使用が相当に多いので、 特に規定し ている 。  

⑹ 第６ 号は、 使用の目的を 誤っ て発生する 火災を 防止する ために規制し ている 。 移動式ス ト ーブ

等は、 それぞれ暖房、 炊事等特定の用途に使用する よ う 造ら れており 、 通常、 機能上他の器具の

代用と し て用いる こ と は予想さ れていない。 し たがっ て、 そのよ う な予想さ れていない使用方法

を し た場合は、 当然火災危険が生ずる ので、 こ れを 禁止し たも のである 。  

 ⑺ 第７ 号は、 指定さ れた燃料を 使用する こ と によ り 、 その安全性を 確保する ための規定である 。

例えば、 灯油を 使用する こ と を 前提と し た石油こ んろ やス ト ーブにガソ リ ン を 使用する 等は、 本

号の規定に抵触する 。  

1 0 0 ( 8 0 ) 以上 

1 5  

以上 

1 5  

以上 

ト ッ プ プ レ ート 面

から 上方の周囲 1 5

以上 

1 0 0 ( 8 0 ) 以上 

可
燃
物 

可燃物 可燃物 

可
燃
物 可

燃
物 



 ⑻ 第８ 号は、 火災予防の第一歩と いう べき 基本的事項である が、 と かく 忘れがちであり 、 器具が

正常であっ ても 、 火災発生の危険を 生ぜし める 結果になる ので、 特に規定する こ と と し たも ので

ある 。 ま た、 万一、 火災発生の際は、 初期消火に支障を き たし 、 火災の拡大を 速やかにする 等の

支障を 生ずる こ と から も 、 厳に注意を 要する も のである 。  

 ⑼ 第９ 号は、 祭礼、 縁日、 花火大会、 展示会その他の多数の者の集合する 催し において火災が発

生し た場合には初期消火が極めて重要である こ と から 、こ のよ う な催し において対象火気器具を

使用する 者に対し て、 消火器を 準備し た上で使用する こ と を 義務付けたも のである 。  

  ア 「 多数の者の集合する 催し 」 と は、 一時的に一定の場所に人が集合する こ と によ り 混雑が生

じ 、火災が発生し た場合の危険性が高ま る 催し であっ て、一定の社会的広がり を 有する も ので

ある 。 し たがっ て、 集合する 者の範囲が個人的つながり に留ま る 場合（ 近親者によ る バーベキ

ュ ー、 幼稚園で父母が主催する も ちつき 大会のよ う に相互に面識がある 者が参加する 催し な

ど ） は対象外である 。  

  イ  「 消火器の準備」 について 

   ( ア ) 消火器は、 能力単位が１ 以上の消火器（ ３ 型以上） と し 、 法第 1 7 条の３ の３ に規定する

点検の義務はないが、腐食若し く は破損がある も の又は使用期限が経過し ている も の等不適

切な消火器は認めら れない。ま た、住宅用消火器及びエアゾ ール式簡易消火具についても 認

めら れない。  

   ( イ ) 消火器は、 対象火気器具を 使用する 露店業者等ご と に１ 本以上準備する こ と 。（ 露店業者

等が別の場合は、 それぞれが準備する こ と 。）  

   ( ウ ) 消火器の設置位置は、対象火気器具に対し 初期消火を 有効に行う こ と ができ 、かつ消火器

に至る 歩行距離が 2 0 メ ート ル以下と なる 位置と する こ と 。  

     なお、屋内で行う 催し のう ち、防火対象物において消火器が法第１ ７ 条の規定に基づき 設

置・ 維持さ れており 、 初期消火を 有効に行う こ と ができ る 場合は、 本規定に適合し ている も

のと し て扱う こ と ができ る 。  

⑽ 第 1 1 号は、 使用中に器具を 移動さ せ、 又は液体燃料を 補給する こ と を 禁止し たも のである 。 

   燃料の補給に際し ては、注意し ていても 漏れを 生ずる こ と があり 、漏油が移動式ス ト ーブ等自

体の熱で蒸発し 、 燃焼中の炎等によ っ て引火し て火災と なる おそれがある 。 特に本号に設けたも

のは、 可燃性液体の火災の消火には、 一般に水が使用でき ないため消火が困難である と いう 特性

を 重視し ている こ と によ る も のである 。 し たがっ て、 燃料の補給に当たっ ては、 一旦火を 消し 、

消火を 確認し てから 行わなければなら ない。 本号の違反によ る 火災が多いこ と から も 、 特に注意

を 要する 規定である 。  

⑾ 第 1 2 号は、 液体燃料が、 床又は畳等の上に漏油する と 、 浸透拡大し て出火し た際、 大き な炎

と なる ので、漏油を 他にし みこ ま せたり 拡がら せたり し ないために皿を 設ける こ と を 規定し たも

のである 。 なお、 漏油は、 燃料の補給又は器具の移動の際に生ずる こ と が多いが、 皿の上の漏油

は、 前号の規定の趣旨から も 、 常にふき と っ ておく こ と が必要であ る 。  

⑿ 第 1 3 号は、点検及び整備は器具の機能等について熟知し た者に行わせる こ と と し たも のであ

っ て、「 必要な知識及び技能を 有する 者と し て消防長が指定する も の」 と し ては、 消防局告示第



１ 号１ ⑴に規定する 次のア及びイ の者が該当する 。  

 ア 石油機器技術管理士資格証の交付を 受けた者 

 イ  ボイ ラ ―及び圧力容器安全規則に基づく 特級ボイ ラ ー技士免許、一級ボイ ラ ー技士免許、二

級ボイ ラ ー技士免許又はボイ ラ ー整備士免許を 有する 者（ 条例第４ 条第２ 項、第８ 条及び第８

条の２ において条例第３ 条第２ 項第３ 号を 準用する 場合に限る 。）  

 

３  第２ 項 

移動式ス ト ーブが、地震等によ り 自動的に消火する 装置又は自動的に燃料の供給を 停止する 装置

を 設けたも のを 使用する こ と を 規定し たも のである 。  

「 燃料の供給を 停止する 装置」 と は、 燃料の燃焼部への供給を 遮断する こ と によ っ て、 消火する

も ので、 し ん式燃焼器具以外に使用さ れている 。  

   なお、 耐火自動消火装置の設置の義務づけは、 J IS  S 2 0 1 9 （ 石油ス ト ーブ） に基づく も ので

ある 。耐震自動消火装置の付いた機器は、一定規模以上の地震動を 感知し て自動的に消火する も

のであり 、 J IS では、 その性能を 次のと おり 規定し ている 。  

⑴ 日常生活で起こ る 振動によ り 、 その都度作動し ていたのでは使用上好ま し く ないので、 1 0 0

ガル（ 1 0 0 ㎝／Ｓ ２ ） で作動し ない旨の下限を 規定し ている 。  

 ⑵ 地震の大き さ によ っ ては、人為的に消火操作ができ ないこ と がある ので、2 0 0 ガル（ 又は 1 7 0

ガル） で消火する こ と と し ている 。  


